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１．はじめに 

 従来の防災都市づくりの取組みの中心は、大地震

に伴う災害発生の直接被害（建物倒壊や市街地火災

等）への減災であった。しかし東日本大震災では、

大規模・広範囲な津波浸水により沿岸都市の市街地

や災害時の活動拠点となる都市防災拠点施設等に甚

大な被害が発生し、被災都市の災害応急活動や外部

支援を含む諸機関の支援活動に困難が生じた。そして、

都市防災拠点施設の配置・ネットワークから各施設

の個別対策に至る、多様な課題が明らかとなった。 

 これらの課題に対応するため、都市研究部では、

「沿岸都市の防災構造化支援技術に関する研究」（平

成24～26年度）の中で、防災都市づくりによる巨大

津波に対する防災拠点機能の確保策に取り組

んだ。東北の被災都市における防災拠点機能

の喪失や回復に関する実態を調査するととも

に、津波防災地域づくり法に基づく最大規模

の津波被災想定が示された東海～南海トラフ

沿岸都市を対象に、災害対応フロー図及び活

動展開図の作成に基づく、都市防災拠点機能

の確保のケーススタディを実施した。研究結

果を踏まえて、検討の手引き案をまとめた。 

２．手引き案の作成について 

 手引き案では、津波防災都市づくりにおけ

る都市防災拠点機能確保のための検討手順書

として、都市防災拠点施設の整備計画や都市

づくりの方向性に係る検討手法を示す他、具

体的なケーススタディ、検討において必要と

なる技術的資料を整理している。 

 主な目的は、手引きによる検討過程を通じ、

検討施策を市町村の都市部局や企画・政策部

局等のまちづくりを所管する部局において、

防災都市づくり計画、津波防災地域づくり推

進計画、国土強靭化地域計画に反映すること

である。防災・危機管理部局においても、地

域防災計画、ＢＣＰ、地区防災計画、津波避難計画、

警戒区域指定等の場面で、都市防災拠点施設の防災

機能強化の効用を検証できる。また、検討において

作成した資料は、平時の防災訓練におけるシナリオ

検討や広域支援を行う関係機関から建物レベルの施

設管理者まで多様な関係主体との防災対策の調整協

議のたたき台資料としても活用できる。 

３．手引き案の公表 

作成した手引き案については、関係部局との調整

を踏まえて平成27年度内に公表の予定である。 

【参考】 

国総研レポート2014「東日本大震災津波による沿岸都市の

防災拠点機能の喪失・回復と防災都市づくり」39p 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/2014report/2014nilim020.pdf 
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図 手引き案の構成と都市防災拠点機能確保に関わる検討の流れ 

 

手順①：被害想定等を踏まえた前提条件（被災シナリオ）の整理⇒2章     

・都市防災拠点施設における災害対応業務の
整理 

・都市防災拠点施設の機能損失状況等、被災
リスクの整理 

・施設の防災機能強化に係る整備計画等の基
礎情報の収集 

 

前提条件となる被災シナリオ（複数）の設定 

 

手順②：各拠点における発災後の時系列の対応課題から施設整備ニーズを抽出⇒3章 

・発災後の各拠点における災害対応フローの
作成・整理（時系列の活動展開と拠点間の
関連を整理） 

・災害対応フローに基づく及び空間展開図の
作成・整理（広域・都市レベル～地域レベ
ル～施設レベルの拠点機能・役割を時系列
に分割し、移動ネットワークの構築状況、
代替拠点の確保状況を示した空間展開図上
に整理） 

 

災害対応フロー図・空間展開図（時系列）を踏まえた整備課題の整理 

 

手順③：都市防災拠点機能確保に係る施策の体系化と施策実施上の留意点⇒4章 

・都市防災拠点機能確保に必要な施策メニュ
ーの抽出 

（例：移動ルートの整備、ライフラインの強
化、災害時利用スペースの確保等、実施す
べき施策一覧を抽出・整理） 

・各施策実施レベル（短期・中長期等の実施
時期）の整理 

・各施策実施時（整備計画検討時）の留意点 

 

津波災害を想定した都市防災拠点施設機能確保に係る施策リスト（体系表）の作成 

 

【災害対応手順の整理方法】 
・自治体の地域防災計画、業務

継続計画・災害対応マニュア
ル等に基づく災害対応業
務・実施手順（防災・危機管
理部局等） 

【広域応援・復旧に係る情報】 
・関係機関の広域応援計画、各

施設管理者の復旧計画、（防
災・危機管理部局、都市整備
部局等） 

【拠点機能の位置づけ情報】 
・地域防災計画、業務継続計画

における災害時施設機能等
の前提条件（防災・危機管理
部局、都市整備部局等） 

【施設管理者別整備計画整理】 
・国・都道府県・関係機関・自

治体所官施設の整備計画（各
施設管理部局等） 

【災害リスク情報】 
・被害想定、シミュレーション

結果（防災・危機管理部局等） 

【都市づくり施策抽出】 
・都市計画マスタープラン、防

災都市づくり計画、推進計
画、強靭化計画における施策
メニュー（都市整備部局等） 
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１．はじめに 

東日本大震災の経験を踏まえ、南海トラフ地震等

による津波被害を軽減するために、津波避難を円滑

化する市街地整備（津波避難ビル、避難路、避難階

段、避難場所の整備ほか）等が求められている。し

かしながら、効果的・効率的に円滑化するという観

点での市街地整備計画は十分に確立されていない。 

国総研では市街地整備という面から津波避難安全

性評価手法の開発に取り組んでおり、ここでは津波

避難シミュレータの開発状況、シミュレーション結

果に基づく市街地整備手法の概念について紹介する。 

２．津波避難シミュレータ  

 徒歩避難、車両による避難の２つの避難手段を対

象として、津波による被災リスクが一定以上になっ

た時点で避難が開始され、避難開始後はリスクが最

小となる目的地・避難経路が選択されるモデルに基

づき津波避難シミュレータを開発している。 

 車両による避難については、既存の交通シミュレ

ーションモデルを参考に、津波避難を円滑化するた

めに評価が必要な交通挙動に限定し、大幅に簡略化

したものとしている（図１）。 
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図１ 津波避難シミュレータで表現する交通挙動 

３．シミュレーション結果に基づく市街地整備手法 

津波避難を円滑化するための市街地整備は、現状

の市街地を対象に津波避難シミュレータを実行して

得られた結果から、津波避難を阻害している箇所や

要因（混雑、容量不足等）を抽出し、それらを改善

するという手順で行う（図２）。改善案を作成した

後、改善案を対象に津波避難シミュレータを実行し

て、現状との比較により改善効果を把握し、改善案

の妥当性を評価する。 

避難阻害箇所や要因については、評価範囲全体に

加え、避難経路、避難場所等について、表１に示す

項目について集計を行うことにより特定する。 
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図２ 津波避難を円滑化する市街地整備のイメージ 

表１ 避難状況集計項目イメージ 

集計対象 集計項目 

評価範囲

全体 

待機中人数、避難中人数、避難完了人数、避難失敗

人数、原因別避難失敗人数 

避難経路 待機中人数、避難中人数、避難完了人数、避難失敗

人数、原因別避難失敗人数、避難者最大密度、平均

移動速度、累積通行者数 

避難場所 避難者数、平均移動時間、出発地区別避難者数 

避難者 避難開始時刻、避難完了時刻、移動所要時間、移動

距離 

出発地区 待機中人数、避難中人数、避難完了人数、避難失敗

人数、原因別避難失敗人数 

４．おわりに 

今後はケーススタディを通じて、津波避難を効果

的に円滑化する市街地整備の方法について取りまと

める予定である。 
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